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業務及び財産の状況に関する説明書 

【２０２６年３月期】 

 

 

 この説明書は、金融商品取引法第４６条の４の規定に基づき、全ての営業所

若しくは事務所に備え置いて公衆の縦覧に供するため、又はインターネット等

で公表するために作成したものです。 
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Ⅰ. 当社の概況及び組織に関する事項 

 

1. 商号 

 共和証券株式会社 

 

2. 登録年月日（登録番号） 

 2007年 9月30日（関東財務局長（金商）第64号） 

 

3. 沿革及び経営の組織 

(1) 会社の沿革 

年     月 沿         革 

1933年 8 月  設立 

1948年 8 月  証券業者登録 

1948年 9 月  秦野支店開設 

1961年 9 月  世田谷支店開設 

1968年 4 月  証券業の免許取得 

1971年 7 月  佐野支店開設 

1989年 4 月  資本金 5億円に増資 

2001年 11月 
 株式会社東京証券取引所 総合取引 

 参加者の取引資格取得 

2007年 9 月  金融商品取引業者の登録 

2014年 3 月  株式会社大阪取引所 取引資格取得 
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(2) 経営の組織 

       2026年 3月 31日現在 
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4. 株式の保有数の上位 10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総

株主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏 名 又 は 名 称  保 有 株 式 数（株）   割 合（％） 

1. 梅原 千佳子 1,374,000 28.20 

2. 梅原 知彦 595,000 12.21 

3.  梅原 良祐 430,000 8.82 

4. 亀山 清華 400,000 8.21 

5. 中原証券㈱ 300,000 6.15 

6. ㈱大和証券グループ本社 230,000 4.72 

6. 大和アセットマネジメント㈱ 230,000 4.72 

8. 青木 博子 198,000 4.06 

9. 平野 敏男 196,000 4.02 

10. 青木 雅子 185,000 3.79 

その他（32名） 733,000 15.10 

計 42名 4,871,000 100.00 

 （注）当社は、自己株式 2,809,000株を保有しておりますが、上記株主の状況からは 

 除いております。 

 

5. 役員の氏名又は名称 

役 職 名 氏名又は名称 
代表権の 

有無 

常勤・非

常勤の別 

 取 締 役 社 長 梅 原  知 彦 有 常勤 

 取 締 役 梅 原  千 佳 子 有 非常勤 

 取 締 役 金 田   和 久 無 常勤 

 取 締 役 飯 川  弥 州 夫 無 常勤 

 取 締 役 石 井  逸 郎 無 非常勤 

 監 査 役 鶴 田  泰 三 無 非常勤 

以上 ６名 
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6. 政令で定める使用人の氏名 

(1) 金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する

者の氏名 

氏  名 役  職  名 

金 田   和 久 
内部管理統括責任者 

（取締役兼管理本部長） 

友 澤  昭 彦 
内部管理統括補助責任者 

（内部監査部長） 

以上 ２名 

 

(2) 投資助言業務又は投資運用業に関し、助言又は運用を行う部門を統括する者の氏

名 

      該当ありません。 
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7. 業務の種別 

(1) 第１種金融商品取引業（法第 28条第１項） 

① 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引 

② 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、

取次ぎ又は代理 

③ 取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引の委

託の媒介、取次ぎ又は代理並びに外国金融商品市場における有価証券の売買又

は外国市場デリバティブ取引の委託の媒介、取次ぎ又は代理 

④ 店頭デリバティブ取引又はその媒介、取次ぎ若しくは代理 

⑤ 有価証券等清算取次ぎ 

⑥ 有価証券の引受け 

⑦ 有価証券の売出し 

⑧ 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 

⑨ 投資助言・代理業 

⑩ 有価証券等管理業務 

⑪ 前各号の業務の他、金融商品取引法及びその他法律により金融商品取引業者が

営むことができる業務 

⑫ 前各号に附帯又は関連する業務 

 

(2) 金融商品取引業付随業務（法第 35条第１項） 

① 有価証券の貸借又はその媒介若しくは代理業務 

② 信用取引に付随する金銭の貸付業務 

③ 有価証券に関する顧客の代理業務 

④ 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

⑤ 累積投資契約の締結業務 

⑥ 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

⑦ 他の事業者の経営に関する相談に応じること 

⑧ 他の事業者の事業の譲渡、合併、会社の分割、株式交換若しくは株式移転に関

する助言、仲介業務 

 

8. 本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

名  称 所     在     地 

本 店 東京都中央区日本橋兜町 8-3 

世 田 谷 支 店 東京都世田谷区経堂 1-18-11 

秦 野 支 店  神奈川県秦野市本町 1-11-9 

佐 野 支 店  栃木県佐野市高砂町 65 
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9. 他に行っている事業の種類 

① 顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

② 信託契約代理業に係る業務 

③ 宅地建物取引業法第２条第２号に規定する宅地建物取引業又は同条第１号に 

規定する宅地若しくは建物の賃貸に係る業務 

④ 自ら所有する不動産の賃貸に係る業務 

⑤ 貸金業法第２条第１項に規定する貸金業その他金銭の貸付け又は金銭の貸借 

の媒介に係る業務 

⑥ 保険業法第２条第 26項に規定する保険募集に係る業務 

 

10. 苦情処理及び紛争解決の体制 

(1) 手続実施基本契約を締結している指定紛争解決機関の商号若しくは名称 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

日本貸金業協会 

 

(2) 苦情処理措置及び紛争解決措置の内容 

① 第一種金融商品取引業 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（以下「FINMAC」

という。）との間で特定第一種金融商品取引業務に係る手続実施基本契約を締

結する措置 

② 投資助言・代理業 

金融商品取引法第 37条の７第１項第３号ロに規定する苦情処理措置及び紛争

解決措置として、一般社団法人日本投資顧問業協会（「FINMAC」に業務委託）

を利用する措置 

③ 貸金業 

日本貸金業協会との間で貸金業業務に係る手続実施基本契約を締結する措置 

 

11. 加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

(1) 加入する金融商品取引業協会 

日本証券業協会 

一般社団法人 日本投資顧問業協会 

(2) 対象事業者となる認定投資者保護団体 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

 

12. 会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

株式会社東京証券取引所 

株式会社大阪取引所 

 

13. 加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 
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Ⅱ. 業務の状況に関する事項 

1. 当期の業務の概要 

2025年度の日本市場は、AI という技術革新がもたらした「実需の買い」、高市トレー 

ドに象徴される「政策期待の買い」、そして米国およびイスラエルによるイラン攻撃と

いう「地政学リスクの売り」が三つ巴となる展開となりました。日経平均が59,000円台

という未踏の領域に達した一方で、イランのホルムズ海峡の閉鎖による原油価格の高

騰や米国の関税政策など、外的要因に対する日本経済の脆弱性も露呈しましが、当期末

の日経平均は51,063円と前期末に比べて15,446円の値上がりで取引を終えました。 

今年度の東京市場は始値 35,961円で取引を開始しましたが、序盤の市場心理を冷え

込ませたのは、米国のトランプ政権による保護主義的な通商政策の再強化でした。特に

「相互関税」の導入は、日本の自動車産業や工作機械メーカーにとって深刻な収益圧迫

要因と目され、サプライチェーンの寸断を懸念する海外投資家による先物売りが先行

し、年度初めは上値の重い神経質な滑り出しとなりました。 

しかし、5月下旬から市場の潮目は劇的に変化しました。生成 AI（人工知能）の実装

が産業界全体に波及し、データセンター向けの高性能半導体需要が爆発的に増加した

ことを背景に、世界中から国内を代表する半導体関連企業に投資資金が流入し、日経平

均を強力に押し上げました。この「AI・半導体熱狂」は、米国のハイテク株高と歩調を

合わせる形で加速し、2026年2月には史上最高値圏となる 59,300円台を一時突破、1株

利益の成長を伴う上昇であったことから、市場には「新時代の幕開け」を確信する強気

派が溢れる結果となりました。 

国内においては、衆議院選挙を巡る政局が最大の関心事となりました。特に、高市氏

が掲げる「積極財政」と「金融緩和的な姿勢の維持」を材料視する「高市トレード」が、

デフレ完全脱却と名目 GDP の成長を加速させるとの期待を背景に円安・株高が進み、

日銀の利上げ観測を打ち消すほどの日本独自の株価上昇要因（JAPAN プレミアム）と

なりました。 

一方で、高市首相の台湾情勢への踏み込んだ発言により、中国政府が経済的報復を示

唆する事態となり、実際に、防衛・重工セクターに対する重要素材の輸出制限や、中国

国内の日系企業への規制強化が伝わると、マーケットには冷や水が浴びせられること

となりました。 

期末にかけては地政学リスクの顕在化により大きく揺れ動く展開となりました。2月

下旬、米国およびイスラエルによるイランへの軍事作戦が実施されると、エネルギー供

給不安から原油価格が急騰、投資家のリスク回避姿勢が強まり、史上最高値圏で推移し

ていた日経平均株価は一時高値から2,000円を超える急落を見せるなど、強い調整圧力

にさらされました。3月に入り、一時は停戦期待から買い戻される局面もありましたが、

戦闘の長期化懸念や米国のインフレ高止まりに伴う利下げ期待の後退が重石となり弱

含みで推移し、期末にかけては、配当取りや押し目買いが下値を支えて年度を終えまし

た。 

以上のように、変動の激しい年度でありましたが、株価は大幅に上昇し、投資家心理

は良好な状況が継続しております。 

当社はこの流れを着実に捉え、対面営業のメリットを最大限生かし、お客様とご家族
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に親身に寄り添い、お客様満足度の向上に日々取り組んでおります。 

以上の結果、当期営業収益は9億5,034万円（前期比134.5％）となり、金融費用の976

万円を控除した純営業収益は9億4,058万円（前期比134.7％）となりました。 

一方、販売費・一般管理費では、引き続き経費の削減と合理化に努めましたが、10億

6,104万円（前期比108.6％）となり、営業損益は1億2,045万円の損失となりました。 

このほか、受取配当金等の営業外収益は2億7,897万円、営業外費用は585万円、特別

利益は投資有価証券売却益5,654万円、及び法人税等3,048万円を計上した結果、当期純

損益は1億7,872万円の利益となりました。 

 

2. 業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移        （単位：百万円） 

区   分 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 2026 年 3 月期 

資     本     金 500 500 500 

発 行 済 株 式 総 数 （千株） 7,680 7,680 7,680 

営   業   収   益 798 706 950 

（受  入  手  数  料） 592 585 740 

  <委  託  手  数  料> 584 576 686 

  <引受け・売出し・特定投資家 

   向け売付け勧誘等の手数料> 
- - - 

  <募集・売出し・特定投資家向け 

    売付け勧誘等の取扱い手数料> 
0 0 31 

  <そ の 他 受 入 手 数 料> 7 8 22 

（ト レ ー デ ィ ン グ 損益） 113 69 127 

  <株   券   等> 112 69 127 

  <債   券   等> 0 - - 

  <そ   の   他> - - 0 

（金   融   収   益） 93 42 60 

純  営  業  収  益 792 698 940 

経   常   損   益 △10 △57 152 

当  期  純  損  益 865 △58 178 

 

(2) 有価証券引受・売買等の状況 

①    株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。）                        

（単位：百万円） 

区   分 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 2026 年 3 月期 

自     己 164,057 135,430 159,132 

委     託 74,777 76,309 88,398 

計 238,834 211,739 247,531 
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①-2 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものに限る。） 

（単位：百万円） 

区   分 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 2026 年 3 月期 

自     己 - - - 

委     託 - - - 

計 - - - 

 

②  有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有

価証券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の

取扱いの状況（電子募集取扱業務に係るもの及び電子記録移転有価証券表示権

利等に係るものを除く。） 

      （単位：千株、百万円） 

区  分 引受高 売出高 

特定投資家

向け売付け
勧誘等の総
額 

募集の

取扱高 

売出しの

取扱高 

私募の

取扱高 

特定投資家

向け売付け
勧誘等の取
扱高 

 

2024

年 

3 

月 

期 

株 券 - - - - 2 - - 

国 債 証 券 -   -  - - 

地方債証券 -   -  - - 

特 殊 債 券 - - - - - - - 

社 債 券 - - - - - - - 

受 益 証 券    5,423 - - - 

そ の 他 - - - - - - - 

 

2025

年 

3 

月 

期 

株 券 - - - - 5 - - 

国 債 証 券 -   -  - - 

地方債証券 -   -  - - 

特 殊 債 券 - - - - - - - 

社 債 券 - - - - - - - 

受 益 証 券    8,143 - - - 

そ の 他 - - - - - - - 

 

2026

年 

3 

月 

期 

株 券 - - - - 1 - - 

国 債 証 券 -   -  - - 

地方債証券 -   -  - - 

特 殊 債 券 - - - - - - - 

社 債 券 - - - - - - - 

受 益 証 券    15,490 - - - 

そ の 他 - - - - - - - 
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②-2 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有

価証券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の

取扱いの状況（電子募集取扱業務に係るものに限る。） 

該当ありません。 

       

②-3 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有

価証券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の

取扱いの状況（電子記録移転有価証券表示権利等に関する業務に係るものに限

る。） 

       該当ありません。 

 

(3) その他業務の状況 

  特にありません。 

 

(4) 自己資本規制比率の状況            （単位：％、百万円） 

区   分 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 2026 年 3 月期 

自己資本規制比率（A/B×100） 204.8 243.5 200.3 

固定化されていない自己資本(A) 6,729 6,182 5,931 

リスク相当額(B) 3,285 2,538 2,960 

 市場リスク相当額 2,956 2,224 2,668 

 取引先リスク相当額 97 63 45 

 基礎的リスク相当額 231 250 246 

 
暗号等資産等による 

控除額 
- - - 

 

(5) 使用人の総数及び外務員の総数          （単位：名） 

区   分 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 2026 年 3 月期 

使    用    人 75 74 76 

（う ち 外 務 員） 47 47 48 

 

(6)役員の業績連動報酬の状況（投資運用業を行う金融商品取引業者に限る。） 

       該当ありません。 
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Ⅲ. 財産の状況に関する事項 

1. 経理の状況 

(1) 貸借対照表               (単位：千円) 

 前事業年度 
（2025 年 3 月 31 日現在） 

当事業年度 
（2026 年 3 月 31 日現在） 

（資産の部）   

流動資産 6,217,455 6,741,081 

 現金・預金 2,139,456 1,965,069 

 預託金 2,900,000 3,400,000 

 トレーディング商品 48,239 164,151 

  商品有価証券等 48,239 164,151 

 約定見返勘定 - 573 

 信用取引資産 655,097 725,691 

  信用取引貸付金 619,025 714,627 

  信用取引借証券担保金 36,072 11,063 

 立替金 1,561 － 

 短期貸付金 100,000 － 

 前払金 1,565 20,000 

 未収入金 839 835 

 未収収益 12,180 11,592 

 未収還付法人税等 

 

34,406 19,099 

 その他の流動資産 324,108 434,067 

固定資産 8,376,109 10,238,109 

 有形固定資産 410,941 790,044 

  建物 318,175 300,240 

  器具・備品 27,168 42,907 

  土地 65,597 446,896 

 無形固定資産 2,428 2,428 

  電話加入権 2,428 2,428 

 投資その他の資産 7,962,739 9,445,636 

  投資有価証券 7,463,592 8,939,955 

  投資不動産 

 

160,732 159,043 

  出資金 1,800 1,800 

  長期差入保証金 14,255 14,300 

  長期前払費用 8,098 8,822 

  その他 315,715 323,169 

  貸倒引当金 △1,455 △1,455 

資産合計 14,593,564 16,979,191 
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 前事業年度 

（2025 年 3 月 31 日現在） 

当事業年度 

（2026 年 3 月 31 日現在） 

（負債の部）   

流動負債 3,773,039 4,645,849 

 約定見返勘定 199 

 

- 

  信用取引負債 631,549 686,545 

  信用取引借入金 600,238 668,232 

  信用取引貸証券受入金 31,311 18,312 

 預り金 2,987,373 3,761,953 

 受入保証金 70,630 75,783 

 未払金 17,889 

 

44,133 

  未払費用 17,385 19,720 

 未払法人税等 6,458 16,162 

 賞与引当金 40,000 

 

40,000 

  その他の流動負債 1,551 1,551 

固定負債 2,380,550 2,789,870 

 繰延税金負債 2,176,129 2,592,198 

 退職給付引当金 88,842 75,673 

 役員退職慰労引当金 112,605 120,577 

 その他の固定負債 2,972 1,421 

特別法上の準備金 16,331 16,331 

 金融商品取引責任準備金 16,331 16,331 

負債合計 6,169,920 7,452,051 

（純資産の部）   

株主資本 3,748,277 3,878,292 

 資本金 500,000 500,000 

 資本剰余金 200,000 200,000 

  資本準備金 200,000 200,000 

 利益剰余金 3,740,962 3,870,977 

  利益準備金 125,000 125,000 

  その他利益剰余金 3,615,962 3,745,977 

   別途積立金 2,775,000 2,775,000 

   繰越利益剰余金 840,962 970,977 

 自己株式 △692,685 △692,685 

評価・換算差額等 4,675,367 5,648,847 

 その他有価証券評価差額金 4,675,367 5,648,847 

純資産合計 8,423,644 9,527,139 

負債・純資産合計 14,593,564 16,979,191 
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(2) 損益計算書               (単位：千円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 前事業年度 

（自 2024 年 4 月 1 日 

  至 2025 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（自 2025 年 4 月 1 日 

  至 2026 年 3 月 31 日） 

営業収益 706,479 

858 

950,348 

858  受入手数料 585,447 740,345 

 トレーディング損益 69,826 127,507 

 金融収益 42,159 60,992 

 その他の営業収益 9,045 21,503 

金融費用 8,325 9,764 

純営業収益 698,153 940,584 

販売費・一般管理費 976,468 1,061,040 

 取引関係費 64,298 68,364 

 人件費 632,342 674,901 

 不動産関係費 79,549 80,748 

 事務費 139,733 164,064 

 減価償却費 25,216 35,458 

 租税公課 19,541 22,127 

 その他 15,787 15,375 

営業損益 △278,315 △120,456 

営業外収益 239,860 

 

278,978 

 営業外費用 18,826 5,856 

経常損益 △57,281 152,665 

特別利益 - 56,548 

 投資有価証券売却益 - 56,548 

税引前当期純損益 △57,281 209,213 

法人税、住民税及び事業税 1,311 30,488 

当期純損益 △58,592 178,725 
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(3) 株主資本等変動計算書            

前事業年度（自 2024 年 4月 1 日 至 2025 年 3 月 31 日）    (単位：千円) 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

その他 
有価証 
券評価 
差額金 

評価・換 
算差額 
等合計 

資本 
準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余 
金合計 別途 

積立金 
繰越利益 
剰余金 

2024 年 4 月 

1 日残高 
500,000 200,000 200,000 125,000 2,775,000 951,534 3,851,534 △599,490 3,952,044 6,256,663 6,256,663  10,208,707 

事業年度中 

の変動額 
            

 剰余金の配当      △51,980 △51,980  △51,980 
 

 
 △51,980 

 当期純損失      △58,592 △58,592  △58,592   △58,592 

自己株式の取得        △93,195 △93,195   △93,195 

 株主資本以外の 

 項目の事業年度 

 中の変動額(純額) 

         △1,581,295 △1,581,295 △1,581,295 

事業年度中の変

動額合計 
- - - - - △110,572 △110,572 △93,195 △203,767 △1,581,295 △1,581,295 △1,785,063 

2025 年 3 月 

31 日残高 
500,000 200,000 200,000 125,000 2,775,000 840,962 3,740,962 △692,685 3,748,277 4,675,367 4,675,367 8,423,644 

 

当事業年度（自 2025 年 4月 1 日 至 2026 年 3 月 31 日）    (単位：千円) 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

その他 
有価証 
券評価 
差額金 

評価・換 
算差額 
等合計 

資本 
準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余 
金合計 別途 

積立金 
繰越利益 
剰余金 

2025 年 4 月 

1 日残高 
500,000 200,000 200,000 125,000 2,775,000 840,962 3,740,962 △692,685 3,748,277 4,675,367 4,675,367  8,423,644 

事業年度中 

の変動額 
            

 剰余金の配当      △48,710 △48,710  △48,710 
 

 
 △48,710 

当期純利益      178,725 178,725  178,725   178,725 

 株主資本以外の 

 項目の事業年度 

 中の変動額(純額) 

         973,479 973,479 973,479 

事業年度中の変

動額合計 
- - - - - 130,015 130,015 - 130,015 973,479 973,479 1,103,495 

2026 年 3 月 

31 日残高 
500,000 200,000 200,000 125,000 2,775,000 970,977 3,870,977 △692,685 3,878,292 5,648,847 5,648,847 9,527,139 
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（注記事項） 

 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

 （1）有価証券及びデリバティブ取引等の評価基準及び評価方法 

① 売買目的有価証券 

     時価法（売却原価は移動平均法により算定） 

② その他有価証券 

・市場価格のない株式等以外のもの 

  期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 

     ・市場価格のない株式等 

      移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法 

第 2条第 2項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定 

される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を 

純額で取り込む方法によっております。 

 

  （2）固定資産の減価償却の方法 

    ① 有形固定資産 

定率法 

ただし、1998年 4月 1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに 

2016年 4月 1日以降取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっ 

ております。 

      ② 無形固定資産 

定額法 

 

    （3）引当金の計上基準 

      ①  貸倒引当金の計上基準 

        債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、 

貸倒懸念債権等特定の債権については、個々に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

       ② 賞与引当金の計上基準 

        従業員の賞与の支払に備えるため、翌期支給見込額のうち、当事業年度末にお  

いて、負担すべき額を計上しております。 

       ③ 退職給付引当金の計上基準 

      従業員の退職一時金の支払に備えるため、従業員の自己都合による当事業年度   

末における退職金要支給額を計上しております。 

     ④ 役員退職慰労引当金の計上基準 

      役員の退職に伴う慰労金の支払に備えるため、取締役については、「取締役退職 

慰労金規程」及び監査役については、「監査役退職慰労金規程」に基づく当事業 

年度末における退職金要支給額を計上しております。 
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    （4）金融商品取引責任準備金の計上基準 

     証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第四十六条の五第一項及び

「金融商品取引業等に関する内閣府令」第百七十五条の規定に定めるところによ 

り算出した額を計上しております。 

 

    （5）収益及び費用の計上基準 

      当社では、主に「委託手数料」に係る収益を認識しております。「委託手数料」に   

おいては、顧客と締結した取引約款・規定等に基づいて、売買執行サービス等を

履行する義務を負っております。当履行義務は、当社が注文を執行する都度充足

されることから、約定時点（一時点）で収益を認識しております。通常の支払期

限について、履行義務の充足時点である約定日から概ね数営業日以内に支払を受

けております。なお、重大な金融要素が含まれる契約は含まれておりません。 

 

    （6）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

         外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 
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【貸借対照表に関する注記】 

前事業年度 
（自 2024 年 4 月 1 日 

   至 2025 年 3 月 31 日） 

当事業年度 
（自 2025 年 4 月 1 日 

   至 2026 年 3 月 31 日） 

(1)担保に供されている有価証券その他の資産

及び担保として預託を受けている有価証券その

他の資産の時価 

①担保資産           （単位：千円） 

被担保債務 担保に供している資産 

科 目 期末残高 
その他の 

流動資産 

投資有価 
証券 

計 

短期借入金 - - - - 

 金融機関 

 借入金 
- - - - 

 証券金融 

 会社借入金 
- - - - 

信用取引借入金 600,238 - 1,222,000 1,222,000 

計 600,238 - 1,222,000 1,222,000 

(注)上記のほか、日本証券クリアリング機構等

に対して投資有価証券を 206,212 千円差し入れ

ています。日本証券金融に対して、信用取引借

証券担保金として現金を 36,072 千円差し入れ

ています。 

 

②有価証券等を差し入れた場合等の時価額 

（単位：千円） 

信用取引貸証券 34,045 

信用取引借入金の本担保証券 600,238 

消費貸借契約により貸し付けた有価証券 - 

現先取引で売却した有価証券 - 

差入証拠金代用有価証券（顧客の直接預託

にかかるものを除く。） 
- 

差入保証金代用有価証券 1,222,000 

長期差入保証金代用有価証券 206,212 

その他担保として差し入れた有価証券 - 

顧客分別金信託として信託した有価証券 - 

  
 

(1)担保に供されている有価証券その他の資産

及び担保として預託を受けている有価証券その

他の資産の時価 

①担保資産           （単位：千円） 

被担保債務 担保に供している資産 

科 目 期末残高 
その他の 

流動資産 

投資有価 
証券 

計 

短期借入金 - - - - 

 金融機関 

 借入金 
- - - - 

 証券金融 

 会社借入金 
- - - - 

信用取引借入金 668,232 - 1,445,200 1,445,200 

計 668,232 - 1,445,200 1,445,200 

(注)上記のほか、日本証券クリアリング機構等

に対して投資有価証券を 243,877 千円差し入れ

ています。日本証券金融に対して、信用取引借証

券担保金として現金を 11,063千円差し入れてい

ます。 

 

②有価証券等を差し入れた場合等の時価額 

（単位：千円） 

信用取引貸証券 21,431 

信用取引借入金の本担保証券 668,232 

消費貸借契約により貸し付けた有価証券 - 

現先取引で売却した有価証券 - 

差入証拠金代用有価証券（顧客の直接預託

にかかるものを除く。） 
- 

差入保証金代用有価証券 1,445,200 

長期差入保証金代用有価証券 243,877 

その他担保として差し入れた有価証券 - 

顧客分別金信託として信託した有価証券 - 
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③有価証券等の差入れを受けた場合等の時価額 

（単位：千円） 

信用取引貸付金の本担保証券 561,053 

信用取引借証券 36,072 

消費貸借契約により借り入れた有価証券 - 

現先取引で買い付けた有価証券 - 

受入証拠金代用有価証券（再担保に供する
旨の同意を得たものに限る。） 

- 

受入保証金代用有価証券（再担保に供する

旨の同意を得たものに限る。） 
1,124,889 

その他担保として受入れた有価証券で、自

由処分権の付されたもの 
- 

 

③有価証券等の差入れを受けた場合等の時価額 

（単位：千円） 

信用取引貸付金の本担保証券 641,604 

信用取引借証券 11,063 

消費貸借契約により借り入れた有価証券 - 

現先取引で買い付けた有価証券 - 

受入証拠金代用有価証券（再担保に供する
旨の同意を得たものに限る。） 

- 

受入保証金代用有価証券（再担保に供する

旨の同意を得たものに限る。） 
1,336,392 

その他担保として受入れた有価証券で、自

由処分権の付されたもの 
- 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 

452,193 千円 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 

484,240 千円 

 

【損益計算書に関する注記】 

該当ありません。 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

前事業年度 
（自 2024 年 4 月 1 日 

   至 2025 年 3 月 31 日） 

当事業年度 
（自 2025 年 4 月 1 日 

   至 2026 年 3 月 31 日） 

(1)当事業年度末における発行済株式の数 

  普通株式         7,680 千株 

(1)当事業年度末における発行済株式の数 

  普通株式         7,680 千株 

(2)当事業年度末における自己株式の数 

  普通株式         2,809 千株 

(2)当事業年度末における自己株式の数 

  普通株式         2,809 千株 

(3)当事業年度中に行った剰余金の配当に関す

る事項 

  決議・・・2024 年 6 月 24 日定時株主総会 

 株式の種類・・・・・・・・普通株式 

 配当金の総額・・・・・  51,980 千円 

 一株当たり配当額・・・・・   10 円 

 基準日・・・・・2024 年 3 月 31 日 

 効力発生日・・・2024 年 6 月 24 日 

(3)当事業年度中に行った剰余金の配当に関す

る事項 

  決議・・・2025 年 6 月 26 日定時株主総会 

 株式の種類・・・・・・・・普通株式 

 配当金の総額・・・・・  48,710 千円 

 一株当たり配当額・・・・・   10 円 

 基準日・・・・・2025 年 3 月 31 日 

 効力発生日・・・2025 年 6 月 26 日 

 

2. 借入金の主な借入先及び借入金額        （単位：百万円） 

借入先の氏名又は名称 2025年 3月 31日現在 2026年 3月 31日現在 

日本証券金融株式会社 600 668 
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3. 保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を

除く。）の取得価額、時価及び評価損益          （単位：百万円） 

区  分 
2025年 3月期 2026年 3月期 

取得価額 時 価 評価損益 取得価額 時 価 評価損益 

1  流 動 資 産 - - - - - - 

 (1) 株   式 - - - - - - 

 (2) 債   券 - - - - - - 

 (3) そ の 他 - - - - - - 

2  固 定 資 産 941 7,463 6,521 1,041 8,939 7,898 

 (1) 株   式 695 

 

 

7,252 6,557 697 

 

 

8,644 7,946 

 (2) 債   券 - - - - - - 

 (3) そ の 他 246 211 △35 343 295 △47 

合    計 941 7,463 6,521 1,041 8,939 7,898 

 

4. デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）

の契約価額、時価及び評価損益 

  該当ありません。 

 

5. 財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

  当社は、会社法第 436条第２項第１号の規定に基づき、みおぎ監査法人の監査を 

受けており、監査報告書を受領しております。 
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Ⅳ. 管理の状況 

1. 内部管理の状況の概要 

コンプライアンス部、内部監査部、管理部及び総務部が業務内容の相互牽制を

確立し、適正かつ円滑な管理業務に努めています。 

 

2. 分別管理等の状況 

(1)金融商品取引法第 43条の２の規定に基づく分別管理の状況 

①顧客分別金信託の状況           （単位：百万円） 

項      目 2025 年 3 月 31 日現在の金額 2026 年 3 月 31 日現在の金額 

直近差替計算基準日の 

顧 客 分 別 金 必 要 額 
2,892 3,241 

期 末 日 現 在 の 顧 客 

分 別 金 信 託 額 
2,900 3,400 

期 末 日 現 在 の 顧 客 

分 別 金 必 要 額 
2,871 3,161 

 

②有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2025年 3月 31日現在 2026年 3月 31日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株    券 株  数 56,168千株 273千株 61,475千株 251千株 

債    券 額面金額 19百万円 26百万円 5百万円 28百万円 

受益証券 口  数 5,831百万口 -百万口 5,199百万口 -百万口 

そ の 他 額面金額 - - - - 

 

ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
2025年 3月 31日現在 2026年 3月 31日現在 

数  量 数  量 

株    券 株  数 1,217千株 1,259千株 

債    券 額面金額 -百万円 -百万円 

受益証券 口  数 -百万口 1百万口 

そ の 他 額面金額 - - 
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ハ 管理の状況 

管理場所及び国名 管理方法 区  分 数・額面金額 単   位 

だいこう証券ビジネス 

日本 
混合 

株  券 14 千株 

債  券   

受益証券   

そ の 他   

証券保管振替機構 

日本 
振替決済 

株  券 62,720 千株 

債  券   

受益証券 5,200 百万口 

そ の 他   

ＳＭＢＣ日興証券 

日本 
混合 

株  券   

債  券 5 百万円 

受益証券   

そ の 他   

大和証券 

日本 
混合 

株  券 0 千株 

債  券   

受益証券   

そ の 他   

東洋証券 

日本 
混合 

株  券 128 千株 

債  券   

受益証券   

そ の 他   

岩井コスモ証券 

日本 
混合 

株  券 121 千株 

債  券   

受益証券   

そ の 他   

東海東京証券 

日本 
混合 

株  券   

債  券 28 百万円 

受益証券   

そ の 他   

 

   ③対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

該当ありません。 

 

④有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等（令第１条の 12第２号に規定する権利

を除く。）に限る。）の分別管理の状況 

該当ありません。 
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(2)金融商品取引法第 43条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

該当ありません。 

 

(3)金融商品取引法第 43条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権  

利等に係るものを除く。）の状況 

該当ありません。 

 

(3-2)金融商品取引法第 43条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示 

権利等(金融商品取引法施行令第１条の 12第２号に規定する権利を除く。)に限る。）

の区分管理の状況 

該当ありません。 
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Ⅴ. 連結子会社等の状況に関する事項 

1. 当社及びその子会社等の集団の構成 

 該当ありません。 

 

2. 子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

該当ありません。 


